








その他のタイトル Interorganizational Management between School
and Other Organizations : Securing of Autonomy
of the School Organization by Control of “







































































































































































































































(4) 山倉健嗣『組織間関係』有斐閣、 1993年、 23-24頁。
(5) 山倉健闘、向上書、 25頁。













果~J などがあると考えられている(山倉健鋼、前掲書、 2003 年、 217 頁)。
このことは言い換えると、資源の確保それ自体よりも、これらのメリットを得ることを目的に
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と組織間関係論J横浜国立大学国擦開発学会 1編『横浜国際開発研究』第4巻第3号、 1999年、 275頁)。
学校の場合、前者に分類されるのが教育委員会などの行政機関であり、後者に分類されるのが保
護者や地域住民などであると考えられる。
( 14) 拙稿「学校評議員制度の導入J大塚学校経営研究会『学校経営研究』第 26巻、 2001年、 30頁。
(1日 )1上は、「学校の自律性Jや「自律的な学校経営Jの検討を行うためには、学校と教育委員会と
の組織問コミュニケーションに注自する必要があると指摘している。そこで、校長を対境担当者
として捉え、校長と教育委員会との間の情報交換の様子について、校長の経験年数や人事交流経
験の有無を変数として分析を行っている。その結果、校長経験の長い校長や人事交流経験のある
校長は、教青委員会から指導・助言を受ける回数が相対的に少なく、また、教育委員会に問い合
わせをする擦の心理的抵抗感も低いことが示された(川上泰彦「学校と教育委員会事務局の組織間
コミュニケーション一対境担当者としての校長人事に着目して-JW東京大学大学院教育学研究科教育行
政学研究室紀要』第2号、 2003年、 51-62頁)。
この結果を、学校と教育委員会との問での「情報j 資源の依存という観点から見てみると、学
校経営に必要な'情報に関して、いかに多くの「情報Jと「情報の入手先j を有しているかは、対
教育委員会との関係における、校長の経営行動の自律性を図る際の指標として有効であることが
分かる。とりわけ人事交流経験については、経験を有した校長がいる学校は、校長を対境担当者
と見た場合に、「情報j資源の依存関係をより多くの組織と結んでいることを意味することになる
ことから、相対的に個々の組織に対する依存の程度は低くなり、また一方で、より多くの情報を
獲得しうることから、資源量の増大という点で他組織に対して優位性を確保しうることにもなる。
つまり、「情報j資源、の依存関係のコントロールは、組織の自律性を拡大するための主要な経営戦
略の対象領域になるといえる。
(16) 対境担当者が位置する組織の措層レベルには、次の 3つがある。①技術的レベル:I数は多いが、
個人としては他の組織との関係においてはそれほど影響力をもちえないJ。②管理的レベル:I数
としては少ないが、戦術的意思決定を担当していることより、他の組織に対して技術的レベルよ
りも影響力をもちうるん③制度的レベル:I数としてはそれほど多くないが、彼らが戦略的意思
決定を担当していることより、他の組織に対しては最も影響力をもちうるん山倉健闘、前掲書、
1993年、 78-79頁。
(11) 拙稿「意味形成者としての校長のリーダ一行動JW日本教育経営学会紀要J第 43号、第一法規、
2001年、 108-109頁。
(18) 浜田は、寺本の組織学習の議論を踏まえながら次のように述べている。すなわち、組織一環境
関の相互作用は、「単なる知識・情報の交換・交流行為にとどまらず、それによって新たな価値を
創造する『価値創造プロセスJを形成している…。(中略)…組織が外部環境との間で情報のやり
とりをするプロセスを通じて、従来にはなかった新たな価値を組織内部に創造している…。(中略)
…組織学習のプロセスが、対外部環境における相互作用プロセスと、自組織内部における情報流
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臼井智美:学校と学校外組織との組織問マネジメント
通・解釈・蓄積のプロセスをともに含む概念、であるJ(浜田博文「学習する教員組織の育成j児島邦
宏・天笠茂編『学校の組織文化を変えるJぎょうせい、 2001年、 149頁。寺本義也代表『学習する組織』
同文館、 1993年、 6-7頁)。ここでは、外部組織との情報交換が組織学習のフロセスに欠かせない
ステップであることが指摘されている。つまり、組織学習は、教師が対境担当者として組織の「矯
報j 資源の増大に貢献するような情報処理システムの iつを形成するといえる。
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